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2 3指定演題② 15:30 ～ 15:40
第２会場   小ホール

医療法人社団増原会　東城病院　リハビリテーション科

【目的】認知症カフェは認知症の人やその家族が、地域の人や専門家
と相互に情報を共有し、お互いを理解しあうことなどを目的として
各地で設置が進められている。本研究では認知症カフェに参加する
スタッフが、理学療法士に期待する役割について明らかにすることを
目的とした。

【方法】庄原市東城地区における認知症カフェの運営スタッフを対象
に、認知症カフェにおいて理学療法士に期待する役割についてアン
ケート調査を実施した。質問内容はあらかじめ複数の選択項目を提示
し、最大 3 つを選択する方法とした。また、要望を記載できる欄を設
けた。

【倫理的配慮】調査に際しては、個人を特定できないよう、氏名や職種
などを記入しないように配慮した。

【結果】スタッフ数は 15 名、回収数は 15、有効回答数は 15、有効
回答率は 100％であった。理学療法士に期待する役割としては『介護
予防の為の集団体操』が 93%と最も多く、『リハビリテーションに関
する相談』が 60％、『リハビリテーションに関する講座』が 40％と
続いた。また、『特別なにもしなくてよい』が 33%であった。要望と
しては「今後も毎回参加してほしい」「利用者に積極的に話しかけて
ほしい」があった。

【考察】認知症カフェのスタッフは理学療法士に専門性の発揮を期待
していると思われる。一方、特別なにもしなくてよいや話しかけて
ほしいといった回答は、専門家であると同時に地域住民としての役割
も求められていることの現れであると考えられる。

認知症カフェのスタッフは理学療法士に
専門性の発揮を期待している

庄原市東城地区の認知症カフェでの調査
田原岳治　 大本隆史

Key Words：認知症カフェ / 地域理学療法

口述発表 一般演題① 13:00 ～ 14:10
第 1 会場   大ホール

国家公務員共済組合連合会 吉島病院 
１）リハビリテーション科　　２）呼吸器内科

【目的】当院における慢性閉塞性肺疾患（COPD）患者を対象とした
COPD 教育入院の現状を明らかにする．

【方法】当院では平成 26 年 4 月より，医師，看護師，理学療法士，薬剤師，
栄養士など多職種で構成されるチームによる COPD 教育入院を実施
している．当制度の目的は 1) 病気や治療の知識を得る 2) 病気と
上手く付き合う方法を知る 3) 生活習慣を振り返り，今後の生活に
生かすことである．本研究は COPD 教育入院制度を利用して入院し
た患者 25 名（男性 23 名 女性 2 名，年齢 72.2±7.1 歳）を対象とし，
疾 患 に 関 す る 知 識 の 習 得 度 を Lung Information Needs 
Questionnaire（LINQ）を用いて調査した．加えて，教育入院開始時
における患者の自己目標を聴取し，終了時での目標達成可否について
調査した．

【倫理的配慮】本研究は当院倫理委員会の承認を得て実施した．
【結果】LINQ は COPD 教育入院開始時と比較して終了時において
有意に向上していた（11.4±3.6 点→ 4.5±4.5 点 , p < 0.05）．教育入
院開始時における患者の自己目標は，労作時の息切れの軽減や呼吸法
の習得など理学療法士が関与できる内容が多くを占めており，教育
入院終了時において，開始時に設定した目標を達成できた患者は 84%
であった．

【考察】LINQ の結果から，COPD 教育入院ではセルフマネジメント
に必要な情報を習得可能であることが明らかとなった．加えて，教育
入院によって多くの患者が自己目標を達成できていることからも，当制度
はセルフマネジメント能力の向上に寄与していることが示唆される．

当院における COPD 教育入院の現状
阿部夏音１）　池上靖彦２）　吉岡宏治２）　福原美輪子１）　関川則子１）

江上真由子１）　神田直人１）　松本祥生１）　相澤郁也１）

Key Words：慢性閉塞性肺疾患 / 患者教育 / セルフマネジメント
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１ 指定演題① 15:30 ～ 15:40
第 1 会場   大ホール

１） 広島大学大学院 医歯薬保健学研究科　２）広島国際大学 総合リハビリテーション学部 
リハビリテーション学科　３）広島市立リハビリテーション病院看護科
４）広島市立リハビリテーション病院医事課　５）呉共済病院整形外科

【目的】本研究の目的は，脳卒中患者を入院時の FIM 認知機能により
分類し，FIM 認知機能の改善に影響を及ぼす要因として，PT，OT
および ST の介入量を中心に検討することである．

【方法】対象者は，回復期リハビリテーション病院に入院した脳卒中
患者とした．入院時 FIM 認知項目により患者を低群，中群，高群の
3 群に分類した．各群の FIM 利得に影響する因子の検討を行うために，
ロジスティック回帰分析を行った．抽出された因子ごとに ROC 曲線
を用いて尤度比が最大となるカットオフ値を算出した．各項目の事前
確率を求め，ベイズの定理に基づき，変数ごとに事後確率を算出した．

【倫理的配慮】本研究は，広島大学大学院疫学研究倫理審査委員会の
承認（E 疫 -914-1）を得て実施している．

【結果】対象者は，低群 297 名，中群 190 名，高群 170 名であった．
PT の介入量が影響していたのは，低群であった．PT の 1 日平均単位
数のカットオフ値・事前確率・陽性尤度比・陰性尤度比・事後確率は，
3 単位以上・43.4%・1.33・0.69・50.0%であった．

【考察】Miyai らは，健常者を対象に運動により前頭葉の血流が増大
したこと，手足の動きに応じて運動野の血流が増大する可能性がある
ことを報告している．本研究は，入院時 FIM 認知項目低群において，
認知機能のより大きな改善に PT の 1 日の平均単位数が 3 単位以上で
あれば有効であることを示唆した．ただ，診断性能は，優れていると
は言い難いため，複数の変数で予測する必要性があることも示唆され
た．

回復期リハビリテーション病院に入院した
脳卒中患者の認知機能の回復に理学療法介入

は影響するか？
梅原拓也1)　 梯正之1)　 田中亮2)　 恒松美輪子1)　 村中くるみ3)

　

井上純子4)　 村上恒二5)

Key Words：脳卒中 / FIM / 単位数
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口述発表 一般演題① 13:00 ～ 14:10
第 1 会場   大ホール

1 ）尾道市立市民病院リハビリテーション科　２）県立広島大学大学院総合学術研究科　
３）尾道市立市民病院脳神経外科

【目的】集中治療病棟における理学療法士（PT）の病棟配置の有用性
が報告されている。しかし，病棟配置された PT が他職種と具体的に
どのように連携しているかという報告は少ない。そこで当院集中治療
病棟に配置された PT がどのように他職種と連携しているかを調査
したので報告する。

【対象】当院集中治療病棟配置の PT １名（30 歳代，男性）であった。
【方法】2016 年 4 ～ 6 月に対象 PT が勤務した 55 日間の他職種との
連携の実態について調査した。調査内容は連携件数，連携職種，連携
の方向性，連携内容とした。

【倫理的配慮】当院研究倫理委員会の承認を得た。（承認番号 16-10）
【結果】連携件数は全136件（平均2.5件/日）で，職種別では医師74件，
看護師 52 件，管理栄養士 8 件であった。連携の方向性は PT →他職
種が 77 件，他職種→ PT が 59 件であった。医師との連携は循環器
内科 49 件，脳外科 20 件，内科 4 件であった。連携内容は，医師は

「安静度」が 28 件，「リハビリテーション（リハ）の現状や目標」が 20 件，
「リハ処方依頼」が 19 件であった。看護師は「協働で離床」や「家人
への依頼」「ベッド周囲環境」など様々であった。

【考察】病棟配置 PT は他職種と連携する機会を多く持っていた。連携
職種は医師が最も多く，集中治療病棟における医師との連携の重要性
が示された。重症患者が入室する集中治療室では医師の回診回数も
多く，PT を病棟に配置することで医師との頻回な情報交換が可能と
なると考える。

集中治療病棟配置の理学療法士は他職種と
どのように連携しているか

木曽貴紀１）
　　　 　2）　 森川明日香１）　 沖田一彦2） 　土本正治3）

Key Words：連携 / 病棟配置 / 集中治療病棟

口述発表 一般演題① 13:00 ～ 14:10
第 1 会場   大ホール

庄原赤十字病院　理学療法技術課

【はじめに】応用行動分析学を用いた介入により、抑うつ状態の改善
を示した慢性心不全患者を経験した。

【倫理的配慮】本人に発表の旨を説明し、署名にて同意を得た。
【症例紹介】入院前 ADL は自立していた 80 歳代前半の女性である。
尿路感染症にて入院し、合併症の慢性心不全増悪にて理学療法開始と
なった。開始当初は理学療法に応じていたが、次第に倦怠感の訴え
や消極的な発言が増え、リハ室への出棟を拒否した。抑うつ評価は
PHQ-9：18 点、SDS：57 点と中等度～重度の抑うつ状態を示した。
そこで、継時的な等尺性膝伸展筋力測定値と毎日の歩行距離をグラフ
化し、病室へ掲示した。歩行練習の実施条件は修正 Borg Scale ４

（ややきつい）以下とし、初期評価時の等尺性膝伸展筋力値より歩行
補助具には歩行器を選択して開始した。

【経過】介入開始 1 か月後、PHQ-9：7 点、SDS：37 点と抑うつ状態
の改善、並びに歩行器歩行距離の延長を示した。さらに、介入開始
2 か月後には PHQ-9：1 点、SDS：27 点となり、屋内 T 字杖歩行自
立にて自宅退院となった。

【考察】リハ室への出棟を拒否している因子を取り除くよう理学療法
プログラムを見直した。筋力値の推移や毎日の歩行距離を視覚化し、
介入効果を実感できるようにした。さらに、面会者や病棟看護師から
の称賛により「リハビリへ参加する」という行動を強化し、運動療法
を実施する動機付けをしたことが、円滑な理学療法につながったと考
える。

応用行動分析学的介入により抑うつ状態の
改善を示した一症例

～慢性心不全患者での検討～
原弘幸　 井上和章

Key Words：慢性心不全 / 抑うつ状態 / 行動分析

口述発表 一般演題① 13:00 ～ 14:10
第 1 会場   大ホール

脳神経センター大田記念病院　リハビリテーション課

【目的】延髄外側梗塞において、身体が一側に倒れ歩行困難を主訴
とし観察されることがある。本研究では、上記主訴のある延髄外側
梗塞患者の頭部ＭＲＩ拡散強調像の読影を行い、神経症候との関連
性を検討することとした。

【方法】対象は上記主訴のある初発の延髄外側梗塞５名（平均年齢
71.4±6.9 歳、男性４名、女性１名、発症後期間 27.6±9.7 日、
右病変３名、左病変２名）とした。尚、延髄以外に梗塞巣を認めた
患者は対象から除外した。臨床評価項目は延髄外側症候群のうち、
歩行に影響を与えるＢｏｄｙ Ｌａｔｅｒｏｐｕｌｓｉｏｎ（以下
ＢＬ）と運動失調、眼振、眩暈とし、発症７日目のデータを用いた。
各症例の神経症候と病変部位は電子カルテより後方視的に調査
した。

【倫理的配慮】本研究は当院の倫理審査委員会の承認を得て実施
した。

【結果】ＢＬは全例に延髄外側病変側に一側の身体の傾きを認めた。
また、運動失調は同側に３例、眼振や眩暈は全例に認めなかった。
頭部ＭＲＩ拡散強調像では延髄下部背側に高信号を認めた。

【考察】今回、ＢＬのみ全例に認められたことにより、歩行困難の
影響はＢＬが大きく関与しているものと思われた。また、全例延髄
下部外側病変患者であったため、ＢＬの原因として脊髄小脳路が
阻害されたため、病変側に偏倚していると考えられた。

身体が一側へ倒れ歩行困難を主訴とした
延髄外側梗塞患者５症例の
神経症候との関連性を検証

北井真太郎　 村上祐介

Key Words：延髄外側梗塞 / Body Lateropulsion / 脊髄小脳路

口述発表 一般演題① 13:00 ～ 14:10
第 1 会場   大ホール

1) 水永リハビリテーション病院 リハビリテーション部　
2) 宝塚医療大学

【目的】跨ぎ動作は視覚で障害物を捉えたあと、歩幅の調整を行う事
で適切な跨ぎ動作につながると述べられている (Crosbie2000)。また、
健常者では、障害物の 5 歩前から歩幅調整が開始され ( 中野 2010）、
2 歩前での歩幅調整量が増加するとされている ( 藤井 2015)。そこで、
高齢者においても視覚からの歩幅調整が健常者と同様になされている
か検討した。

【方法】対象は、健常者 12 名（平均年齢 25.7±2.7 歳）と高齢者 12 名
（平均年齢 82±7 歳）とした。運動課題は、10m 先の障害物を視覚
認知した状態で自由歩行速度にて歩行を行い、障害物の 5 歩 ･4 歩 ･
3 歩 ･2 歩前を目視から予測して停止、その後、実際にその位置から
何歩で跨ぎ動作が行えるか記録し、その誤差について検定を行った。

【倫理的配慮】対象者には事前に本研究の目的や方法について説明を
行い、同意が得られた者を対象とした。

【結果】両群間で予測歩数と実際の歩数に有意差はみられなかったが、
健常者群の 5 歩前と 2 歩前で有意差が見られた (P>0.01)。また 2 歩
前の正答率では、健常者群 82％で高齢者群 50％となった。

【考察】健常者群では、5 歩前～ 2 歩前に有意差があり、5 歩前から
歩幅調整を開始して、2 歩前で障害物に対する歩幅調整が完了して
いると考えられる。高齢者群では、5 歩前～ 2 歩前で有意差がなく、
正答率でも健常者群は 2 歩前で 82％だが、高齢者群では 2 歩前でも
50％となり 2 歩前でも障害物に対する歩幅調整が行えていない可能
性が示唆される。

年齢による跨ぎ動作時の
障害物視覚認知距離の差異について

中田昌希1)　 松尾慎2)　 宮内後栄次1)

Key Words：跨ぎ動作 / 視覚認知 / 高齢者
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8 9口述発表 一般演題① 13:00 ～ 14:10
第 1 会場   大ホール

脳神経センター大田記念病院 リハビリテーション課

【はじめに】歩行再建はリハの重要な目標の 1 つである。しかし、患
者の取り戻したい歩行はただ歩くことではなく、様々な状況に役立つ
適応歩行である。今回、慢性期片麻痺患者の歩行能力改善とそれに
伴う社会参加に向けた介入の結果を報告する。

【倫理的配慮】ご本人に趣旨を説明し同意を得ている。
【症例紹介】症例は 40 歳代の女性で左被殻出血により右片麻痺と失語
症を呈した。他病院にて約 6 か月間の入院リハ実施後、自宅退院となった
が、更なる改善を目指し当院外来リハ開始となった。来院時の身体機能
は SIAS-M(2-1a,2-2-0) で筋緊張亢進も認めた。感覚は重度鈍麻であっ
た。移動能力は、金属支柱付短下肢装具を装着し 4 点杖利用下にて
短距離平地歩行自立、その他は車椅子自走レベルであった。

【経過】治療は、課題の構成要素や姿勢コントロールの治療、歩行練習、
課題練習を難易度の調整を行いながら実施した。発症 12 か月目には
タマラック継手付短下肢装具を装着し、T 字杖利用下での屋内外の
歩行が自立した。36.8 秒 ( 発症 12 か月 ) であった 10m 歩行は 11.9
秒 ( 発症 26 か月 ) へ改善した。経過中、バスや電車の乗降車練習も
併せて行い、現在はそれらを利用して出勤し就労されている。

【考察】Perry らは脳卒中患者の歩行速度と生活範囲の関係性を報告
している。今回、歩行速度の改善を認めたことは、社会参加が可能と
なった要因の１つと考えられた。

慢性期脳卒中片麻痺患者の歩行能力改善と
それに伴う社会参加に向けた介入

村上祐介

Key Words：脳卒中片麻痺 / 歩行速度 / 社会参加

口述発表 一般演題① 13:00 ～ 14:10
第 1 会場   大ホール

医療法人社団清風会　五日市記念病院

【はじめに】意図した運動を開始する前には予測的に姿勢や重心位置
を調整する先行性姿勢調整機能（以下 APAs）が備わっており、APAs
が動作に先行して効率的に働くことで、選択的な運動が可能となると
されている。今回 APAs に着目した介入により上肢操作性が改善し、
食事能力向上を認めた症例を経験した為、報告する。

【倫理的配慮】学会の発表に関して、ヘルシンキ宣言に基づいて実施
した。

【症例紹介】症例は左被殻出血により重度右麻痺を呈した 70 歳代女性。
10 数年前に右視床出血の既往があるが、入院前 ADL は自立していた。
FIM は食事動作 1 点、基本動作は全介助を要した。

【経過】入院当初より車椅子座位保持は可能であったが、左上肢は姿勢
保持に過剰に働いており、食事動作では介助を要した。APAs の賦活
を狙いながら重心移動や左上肢リーチ練習を実施。把持物を使用した
端座位保持が可能になると同時に左上肢の空間操作能力および食事
動作の向上を認めた。

【考察】皮質網様体脊髄路は同側性支配であり、今回の左被殻損傷例
では、既往歴を含め、左右両側体幹の神経学的な弱化を認めている
可能性が示唆された。左上肢でのリーチ動作には、APAs の観点から
先行した体幹の安定性が必要であり、本症例では効率的な APAs の
発現を促通することで、左上肢の自由度の向上を認め、食事動作の
自立につながったと考える。

先行性姿勢調整機能に着目して介入し
食事動作能力の向上を認めた一症例

原航海　 宍戸健一郎 　大内田友規

Key Words：脳卒中 / 食事動作 / 先行性姿勢調整機能

口述発表 一般演題② 13:00 ～ 14:10
第２会場   小ホール

広島大学大学院医歯薬保健学研究科

【目的】スクワット時の膝関節角度の違いと全身振動の有無が大腿
四頭筋の筋活動に与える影響を明らかにすることである .

【方法】健常男性 4 名 ( 年齢 23.3 ± 0.5 歳 ) を対象とした . 膝関節屈
曲 30° ,60° ,90°の 3 条件でのスクワット姿勢と全身振動 (30Hz) の
有無を加えた計6条件を運動課題とし,大腿直筋(RF),外側広筋(VL),
内側広筋斜走繊維 (VMO) の筋活動を表面筋電計により測定した .
得られた筋電図から二乗平均平方根 (RMS) を算出し , 各筋の最大
随意収縮時の RMS で正規化した . さらに , 各条件で全身振動の有無
による筋活動の増加率を算出した .

【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき , 研究の目的 ･ 方法を十分に
説明し , 同意を得たうえで実施した .

【結果】測定した各筋で膝屈曲角度の増加に伴い筋活動が増加傾向を
示した . 各筋で振動あり時に筋活動が増加する傾向がみられた . 膝関節
屈曲 30° ,60° ,90°での振動の有無による筋活動の増加率は ,RF は膝屈
曲角度の増加に伴い増加率も高値 ( 順に 6.8% , 15.1% , 27.6% ) を
示した . 一方 ,VL( 順に 12.6% , 11.4% , 17.5% ) と VMO( 順に 4.0% , 
4.1% , 12.8% ) では膝関節屈曲 90°でより高値を示す傾向がみられた .

【考察】振動あり時には Tonic Vibration Reflex(TVR) により筋活動
が誘発され ,TVR の強弱はその時の筋収縮の強度に依存するといわ
れている . 今回 , 膝屈曲角度の増加に伴い各筋の筋活動が増加傾向
を示した . また , 振動の有無で膝関節屈曲 90°の際に増加率がより高値
を示した . これより , 全身振動の効果をより引き出すには膝関節屈曲
90°での筋活動を各筋で得る必要があることを示唆した .

全身振動がスクワット時の膝関節角度の
違いにおける大腿四頭筋の筋活動に

どのような影響を与えるか
小宮諒　  浦辺幸夫 　前田慶明

Key Words：全身振動 / 筋電図 / 大腿四頭筋

口述発表 一般演題② 13:00 ～ 14:10
第２会場   小ホール

医療法人三宅会　グッドライフ病院

【目的】腰椎牽引治療は、我々セラピストに限らず一般に広く知ら
れた物理療法の一つであるが、その有効性に関するエビデンスは
乏しい。しかし、近年 Clinical Prediction Rule（以下 CPR）の
発展から限定的にではあるが有効性を示唆する論文が発表されて
いる。そこで、当院にて腰椎牽引治療を受けている患者を対象に
アンケートを実施し、CPR の基準を満たす者の割合及び治療成功
者数を調査した。

【方法】
対象　当院にて腰椎牽引治療を受けている 83 名
調査方法　自記式質問紙調査
調査内容　年齢、仕事内容、神経脱落兆候の有無、FABQ スコア、
疼痛の変化
集計方法　単純集計

【倫理的配慮】調査実施に際し、当院に承認を得るとともに、調査
対象者に調査目的の説明を行い協力の同意を得た。
また、対象者のプライバシー保護に留意しデータ管理責任者を置き
一元的に管理した。

【結果】有効票 40 票のうち、CPR の基準を 3 つ満たしたものは 11 名、
4 つ全て満たしたものは 2 名であった。また、その中で腰痛が半分
以下になった者は 7 名であった。

【考察】CPR を 3 つ満たした場合の成功確率は 42.2％、4 つ全て
では 69.2％とされている。当院にて CPR の基準を 3 つ以上満たした
者の治療成功確率は 53％であり今後さらに調査数を増やすことで、
本邦でも腰椎牽引治療における予後予測のツールの１つになり得る
可能性が示唆された。

腰椎牽引治療の有効性の再検討

古賀諒平

Key Words：Clinical Prediction Rule/ 腰椎牽引 / アンケート調査
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14 15

12 13口述発表 一般演題② 13:00 ～ 14:10
第２会場   小ホール

広島大学大学院医歯薬保健学研究科

【目的】超音波画像とグレースケール分析を用いて測定される筋輝度
は、筋線維や筋内の脂肪組織など骨格筋の質を簡便に評価することが
できる。Fukumoto らの報告では年齢や筋厚に関わらず、大腿直筋の
筋輝度と膝伸展筋力が負の相関を示している。しかし、長腓骨筋の
筋輝度と足関節外反筋力の関連は定かではない。本研究の目的は
長腓骨筋の筋輝度と発揮筋力との関連を明らかにすることである。

【方法】健常男性 8 名（年齢 23.3 ± 2.3 歳）16 脚を対象に、長腓骨筋
の筋輝度と足関節外反筋力を測定した。筋輝度は超音波画像診断装置

（Noblus; Hitachi, Ltd）を使用し、腓骨頭と外果を結んだ線の近位
25％部位で画像を描出し、グレースケール分析を行い測定した。筋力は
Biodex System 3 を使用し、足関節求心性外反筋力を測定した。統計
学的解析には Pearson の積率相関係数を用いた。危険率 5％未満を
有意とした。

【倫理的配慮】本研究はヘルシンキ宣言に基づき被験者には十分に
説明を行い、同意を得たうえで実施した。

【結果】長腓骨筋の筋輝度の値と足関節外反筋力値の間に負の相関が
みられた（ｒ＝－ 0.54，ｐ <0.05）。

【考察】本研究では筋内の脂肪量の指標とされる筋輝度の値が高いほど
筋力が低くなるという結果となった。このことから長腓骨筋の筋輝度
は足関節外反筋力評価に寄与することを示した。

超音波画像診断装置による長腓骨筋の
筋輝度と足関節外反筋力の関係

酒井章吾　 浦辺幸夫 　堤省吾　 前田慶明 

Key Words：超音波 / 筋輝度 / 足関節外反筋力

口述発表 一般演題② 13:00 ～ 14:10
第２会場   小ホール

１）広島市立安佐市民病院　リハビリテーション科
２）広島市立安佐市民病院　整形外科

【目的】人工膝関節単顆置換術 ( 以下 ,UKA) における , 持続大腿神経
ブロック ( 以下 ,CFNB) 中の膝関節屈曲可動域 ( 以下 , 屈曲 ROM) と
の相関因子を抽出し ,CFNB 中の屈曲 ROM 練習が術後早期 , すなわ
ち退院時期である術後 14 日 ( 以下 ,PO14d) の屈曲 ROM に与える影
響を検討すること .

【方法】2015 年 5 月から 2016 年 4 月に当院にて UKA を施行した
34 例を対象に , 術前 JOA スコア , 術前 ,CFNB 中 ,PO7d,PO14d の
屈曲 ROM 及び疼痛 ( 以下 ,VAS) を評価した . また , カルテより介入
日数 ,D-dimer 値 ,CRP 値を抽出した .CFNB 中の屈曲 ROM との相関
係数を ,VAS,CRP 値 , 術前屈曲 ROM, 介入日数に対してそれぞれ求め
た . また , ステップワイズ法を用いて各評価項目より説明変数を選択
し ,PO14d の屈曲 ROM を目的変数とした重回帰分析を行った .

【倫理的配慮】本研究は , ヘルシンキ宣言に基づき倫理的配慮を行い
ご本人に口頭で説明し同意を得た .

【結果】CFNB 中の屈曲 ROM と , CFNB 中 VAS との間にやや強い
相関 ( 相関係数 -0.48,p<0.01), 術前屈曲 ROM との間にやや弱い相関
( 相関係数 0.34,p<0.05) を認めた .PO14d 屈曲 ROM を目的変数とした
重回帰分析では , 術前屈曲 ROM,CFNB 中屈曲 ROM,PO7dCRP 値が
予測因子となった (R2=0.55,p<0.001).

【考察】CFNB 中の屈曲 ROM は PO14d の屈曲 ROM に影響を与える
ことが示唆された . 一方で ,CFNB 中の屈曲 ROM は疼痛との相関が
認められ ,PO7dCRP 値も PO14d の屈曲 ROM に影響を与えること
が示された . 以上のことより ,UKA 退院時屈曲 ROM 拡大のために
は ,CFNB 中の疼痛および炎症管理 , 及び ROM 練習が重要となる
ことが示唆された . また , 今後は術前 ROM 練習の有効性の検討も
必要と考えられた .

人工膝関節単顆置換術後における
大腿神経ブロック中の膝関節屈曲可動域が

術後早期屈曲可動域に与える影響
竹本雄一郎1)　 谷口亮治1) 　西森誠2)　 藤原靖2)　 真鍋英喜2)

Key Words：人工膝関節単顆置換術 / 関節可動域 / 大腿神経ブロック

口述発表 一般演題② 13:00 ～ 14:10
第２会場   小ホール

１）中国労災病院中央リハビリテーション部　　
２）中国労災病院整形外科

【目的】本研究は MIS AL-Supine（以下 ALS）THA 患者における
術後 3 ヶ月の JHEQ に影響を与える要因を明らかにすることを目的
とした。

【方法】対象は当院で初回 ALS-THA を行った片側罹患症例 29 例
（年齢 67.4±9.2 歳、男性 14 例、女性 15 例）とした。調査項目は、
JHEQ、股屈曲・外転・外旋 ROM、股外転・外旋筋力、脚長差、
脚延長量、10 ｍ歩行時間とした。術後 3 ヶ月の JHEQ に影響する
要因を抽出するため、Pearson の相関分析を用いて JHEQ とその他
項目について分析した。単変量解析で JHEQ に関連のあった項目を
独立変数、JHEQ を従属変数として Stepwise 法による重回帰分析を
行った。いずれの検定も統計学的有意水準は 5％とした。

【倫理的配慮】本研究はヘルシンキ宣言を遵守し、対象者の同意を
得て行った。

【結果】単変量解析の結果、術後 3 ヶ月の JHEQ と有意な関連のあった
項目は、術後 3 ヶ月術側外転筋力、術後 3 ヶ月術側外旋筋力、術後 3 ヶ月
10 ｍ歩行時間であった。重回帰分析の結果、術後 3 ヶ月の JHEQ に
影響を与える要因として術後 3 ヶ月術側外旋筋力、術後 3 ヶ月術側
外転筋力が抽出された。

【考察】THA 術後の満足度に影響を与える要因として股外転筋力が
報告されている。本対象は股外旋筋が温存される ALS-THA が選択
され、術後 3 ヶ月までに股外旋筋力の改善を認めたことが、股外転筋力
に加えて股外旋筋力が選択された理由として考えられた。術後 3 ヶ月
の JHEQ に影響を与える要因として術後 3 ヶ月の術側股外旋筋力が
重要であることが明らかとなった。

MIS AL-Supine THA 患者における
術後 3 ヶ月の JHEQ に影響を与える要因

新谷保貴１）　 藤村宜史１）　 和田直人１）　 西山健ニ１）　 久留隆史２）

Key Words：MIS AL-Supine THA / JHEQ / 股外旋筋力

口述発表 一般演題② 13:00 ～ 14:10
第２会場   小ホール

医療法人和同会　訪問看護ステーションハローナース五日市

【目的】良好な医療・介護連携を構築するために、当事業所リハビリ
スタッフのサービス担当者会議（以下、会議）及び退院前カンファ
レンス（以下、カンファ）への参加状況を調査する。

【方法】1 年間（平成 27 年 4 月～平成 28 年 3 月）の訪問リハビリ
全利用者 164 名（要介護 136 名、要支援 17 名、介護認定なし 11 名）
を対象に、診療記録に加え、独自に管理作成している会議・カンファ
参加記録を基に、1 年間に参加依頼のあった会議・カンファの参加状
況（開催件数・日時・場所・内容、参加スタッフ、参加可否、不参加
理由）を調査した。

【倫理的配慮】本調査はヘルシンキ宣言を遵守し、全て匿名化されたデー
タを使用して行った。

【結果】＜会議＞参加依頼 118 件／年のうち参加 107 件（参加率
90.7％）、不参加 11 件（日程調整困難など）であった。参加した会議
は 93 件（87％）が利用者宅で行われ、内容は①サービス変更などに
伴う会議 57 件（53％）、②介護保険の更新・区分変更に伴う会議 50 件

（47％）であった。＜カンファ＞参加依頼14件／年のうち参加12件（参加
率 85. ７％）、不参加 2 件（開催病院が訪問範囲外）であった。なお、
会議・カンファには 1 件を除き、全て担当療法士が参加していた。

【考察】“ 顔の見える ” 連携の機会である会議・カンファに担当療法士
が参加する事を重要視し、複数担当制など業務体制を整備してきた。
今後も地域の医療・介護スタッフとの連携を深めるため業務の検討を
重ねたい。

サービス担当者会議及び
退院前カンファレンスへの参加に関する調査

～当事業所の1 年間の参加状況～
森田秀紀　岩谷承伯　井上香南子　真鍋菜々美 (OT)　
森廣史穂 (OT)　高本将臣 (OT)　森川奈津江 (OT)　吉次浩子 (Ns)

Key Words：サービス担当者会議 / 退院前カンファレンス / 連携
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16 17口述発表 一般演題② 13:00 ～ 14:10
第２会場   小ホール

公立大学法人県立広島大学保健福祉学部理学療法学科

【目的】お好み焼き調理に従事する従業員は，業務用鉄板の前で
常時立位にて作業を行わなければならないため，腰痛を誘発させる
立位姿勢を長時間続けている可能性がある．そこで今回，お好み焼き
調理従事者の職業性腰痛の実態を明らかにするために質問紙調査を
実施した．

【方法】質問紙は職業別電話帳を用いて広島県 A 市のお好み焼き店
の欄に記載されている全 64 店舗に郵送した．本調査では各店舗で
最もお好み焼き調理に従事している従業員 1 名を対象に回答を依頼
した．設問は厚生労働省「職場における腰痛予防対策指針」の腰痛
健康診断問診票を参考に 11 項目とした．

【倫理的配慮】質問紙は無記名式とし，店舗名と個人名が特定され
ることがないことを明記した．

【結果】質問紙は 35 店舗から返送された（回収率 54.7%）．回答の
あった 35 名中腰痛ありと回答した者は 22 名（62.9％）だった．
腰痛あり群における疼痛の強さに関しては 7 名が最重度の腰痛を
呈していた．自由記載の「腰に負担のかかる動作」については，
立位動作に関する記載が多かった．

【考察】本邦における調理従事者の腰痛有病率は，保育園給食調理
員に対する調査において 36.3％と報告されている．これは一般生活
者と比較しても非常に高率で，労働者全般と同程度の有病率である．
今回のお好み焼き調理従事者の腰痛有病率は他調理従事者よりも高く，
お好み焼き調理従事者の腰痛は職業衛生上で大きな問題となる可能
性が高いことが示された．

お好み焼き調理従事者における
職業性腰痛の実態調査

～質問紙調査による検討～
積山和加子 　沖貞明　 田中聡

Key Words：職業性腰痛 / お好み焼き調理動作 / 質問紙調査

ポスター発表 一般演題① 13:00 ～ 13:40
ポスター会場　ホワイエ①

広島国際大学総合リハビリテーション学部リハビリテーション学科

【目的】本研究の目的は，マーカーを使用せずに関節中心を推定
できる Kinec カメラ（以下，Kinect）の精度を確認するために，
立ち上がり動作における Kinect 測定値の基準関連妥当性を検討
することである．

【方法】被検者は健常な大学生 25 名とした．被検者は 40cm の
椅子に腰かけ，股関節と膝関節を約 90°屈曲位とした肢位から
立ち上がり動作を行った．Kinect を搭載した MMV 鑑 AKIRA
と Vicon MX（以下，Vicon）を使用して，体幹，股関節，膝
関節，足関節の矢状面の角度の変化量を算出した．Kinect の値
から Vicon の値を推定するための単回帰式を求め，調整済み
決定係数からその関連の高さを評価した．経時的変化の類似性
を評価するために正規化相互相関係数を求めた．

【倫理的配慮】本研究は，ヘルシンキ宣言に基づき対象者の保護
には十分留意し，演者の所属する機関の倫理委員会で承認され
た．

【 結 果 】 調 整 済 み 決 定 係 数 お よ び 正 規 化 相 互 相 関 係 数 は 全 て
0.900 を超えた．以上より Kinect の値は Vicon の値と強く関
連し，Kinect の値の経時的変化も Vicon のそれと類似している
ことが示された．

【考察】立ち上がり動作における関節角度の変化量を用いて，
Kinect 測定値の基準関連妥当性が証明された．今後は，歩行を
含めた他の動作を扱って Kinect の精度のエビデンスを蓄積する
必要がある．

立ち上がり動作における Kinect 測定値
の基準関連妥当性

田中亮 　山﨑貴博

Key Words：立ち上がり動作 / Kinect / 妥当性

ポスター発表 一般演題① 13:00 ～ 13:40
ポスター会場　ホワイエ①

医療法人宗斉会須波宗斉会病院

【目的】本研究は、足部テーピングが変形性膝関節症内側型（以下、
膝 OA）を有した患者に与える影響を明らかにすることである。

【方法】対象は、当院に外来通院している膝 OA を有した患者 5 名
とした。
　評価項目は裸足とテーピング実施時の足アーチ高率（舟状骨高 /
足長 ×100）、左右荷重比、TUG、10m 歩行テストとした。伸縮性テー
プは両足関節中間位、内側縦アーチと横アーチ、足底腱膜をサポート
するように貼付した。
各項目の統計解析は Wilcoxon の符号付順位検定または対応のある
t 検定を用いて実施した。

【倫理的配慮】本研究は当院院長の許可を得て行った。被験者には
口頭、書面にて趣旨を説明し同意を得た。

【結果】テーピング実施時の右アーチ高率は、裸足時に比べて有意に
増加した。テーピング実施時の左右荷重比は裸足時と比べて中心に
偏倚する傾向が見られた。テーピング実施時の TUG の所要時間は、
裸足時に比べ有意に減少した。10m 歩行テストは歩幅と歩行速度が
有意に増加した。

【考察】
テーピングは関節矯正効果があると報告があり、本研究においても
アーチ高率を増加させた。アーチ高率の増加は、動的バランス能力
を向上させると報告がある。テーピング実施時の TUG や 10m 歩行
テストの結果は、裸足時と比べて向上した。この結果はアーチ高率
の増加によるものと考えられる。本研究結果から、足部テーピング
は膝 OA 患者において有用であると考える。

足部テーピングによるアーチ高率向上の効果
 ～変形性膝関節症内側型患者において～

戒田夏海　 楠見弘司 　佐藤勇太　 有本之嗣

Key Words：アーチ高率 / テーピング/ 変形性膝関節症

ポスター発表 一般演題① 13:00 ～ 13:40
ポスター会場　ホワイエ①

１）医療法人社団博愛会木阪病院　
２）吉備国際大学保健医療福祉学部理学療法学科

【目的】大腿骨近位部骨折患者の退院時歩行自立の可否によって，
受 傷 前， 回 復 期 病 院 転 院 時， 退 院 時 Functional Independence 
Measure（以下 FIM）の改善傾向の違いについて検討した。

【方法】平成 23 年 7 月～ 28 年 4 月までに当院で大腿骨近位部骨折の
理学療法を行った患者 123 例のうち，受傷前の移動が見守り下また
は介助下の症例，調査不可能な症例を除いた 51 例（男性 7 例，女性
44 例，平均年齢 84.2±6 歳）を対象とした。平均入院期間は急性期
病院 26±6 日，回復期病院 61±25 日であった。術式は，人工骨頭 23
例，γ -nail28 例で，大腿骨地域連携パスの種類は，全荷重型 36 例，
免荷型 13 例，介助型 2 例であった。ADL 評価は FIM を用い，退院
時歩行自立群と非歩行自立群に分類し，受傷前，回復期病院転院時，
退院時 FIM の点数を各項目で比較した。統計処理は一元配置分散
分析および Tukey 法を用い，有意水準 0.05%未満とした。

【倫理的配慮】当院倫理審査委員会の承認を得て，ヘルシンキ宣言に
基づき，個人情報に配慮し分析を行った。

【結果】整容，更衣，トイレ動作，車椅子・トイレ移乗，移動の項目
で，自立群は受傷前 ADL まで改善したが，非自立群は改善しなかった。
自立群でも清拭，シャワー ･ 浴槽移乗，階段は受傷前 ADL まで改善
しなかった。

【考察】整容や更衣は，座位で可能な活動の為，獲得し易く，トイレ，
移乗は立位での動作を必要とし，難易度が上がる為，非自立群は受傷
前 ADL を獲得できなかったと考えられる。入浴・階段は難易度が
高いこと，福祉用具の利用が，自立群が受傷前 ADL に改善しなかった
理由として考えられた。

大腿骨近位部骨折患者の退院時歩行自立・
非自立による FIM の改善傾向の違いについて

原田香１） 　平田尚久１）　 實延靖１）　 中嶋正明２）

Key Words：FIM / 大腿骨近位部骨折 / 歩行


